
















































































J. バーニーをはじめとする資源論 (RBV) が指摘する組織能力をダイナミ









社的資源配分である企業戦略 (corporate strategy) である。第２に，産業部
































































最後に，知的財産に関するマネジメントは，MBA (management of busi-































































































































































米国では，２０００年に FASB（Financial Accounting Standards Board：財務会
計基準審議会）が SFAS（Statement of Financial Accounting Standards；米国財務




果，獲得した資産をどのように評価するかを示した best practice を，実
際に企業結合会計を適用する企業に向けて公表している。この公表資料は，
主にソフトウェア，電子デバイス，薬品産業を対象にしているがその他の


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































海外事業所：EKO INSTRUMENTS USA INC. 95 South Market Street, Suite
300San Jose, CA 95113
EKO INSTRUMENTS EUROPE B.V. Middelstegracht 87H, 2312
TT Leiden, The Netherlands
資本金 ４０００万円
代表取締役 長谷川壽一
取引銀行 三菱東京 UFJ 銀行，みずほ銀行
事業内容 理化学機器，計測機器，光学機器の製造および輸出入販売











































































































































































































































































出 願 計 画 継続的計画，３年計画，１０年計画 継続的な出願せず，計画性の欠如
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